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 ■コメント：  

 当案については「本実務対応報告は改正法人税法等の公布日を含む事業年度に係る四半期会計

期間を適用対象としており、（中略）翌事業年度以降における税金費用の取扱いについては、当

委員会で引き続き検討する」とされているが、公布日を含む四半期会計期間のみならず、その後

の四半期会計期間及び年度決算においても原則的な方法のみならず簡便的な取り扱いも認容さ

れるべきだと考えます。  

理由 

①「復興財源確保法」については、3事業年度の時限措置であり、通常の事業年度において「支

払又は回収が行われると見込まれる期に対応した改正後の税率」が今回のように複数になるよう

なケースがあまり考えにくく、レギュラーなケースに対し、原則的な手法のみで実務対応及びシ

ステム対応等を行うことは企業の負担増が多大である。また、多くの企業においては加重平均し

た税率も、年度ごとに計算した結果も大きな差異が出ないのではないかと思われる。 

②今回の税制改正では欠損金の使用制限にも対応をすることが求められており、特に連結納税採

用企業においては複雑化する欠損金の計算ロジックの変更だけでも相当の項数の増加が見込ま

れている。 

③また、連結納税制度の採用企業については、親法人のみならず子法人への対応も求められるこ

とになり、急激に複雑化したロジックの子法人への教育については相当数の時間を要するものと

考えられる。税効果会計における一定の精度の維持のためには、子法人教育の工数・期間も考慮

されるべきだと思われる。 

④企業においては、消費税の 95％ルールの対応、源泉徴収票等の電子提出義務化など、会計・

税金関連のシステム変更が立て続けに予定されている。 

⑤決算時において原則法のみを認めるとした場合でも、現状においては税効果の計算については

システムで対応している企業が非常に多いと予想されるため、一定の猶予期間を経るべきである。

今回であればたとえば 10 月 1 日以降開始事業年度（もしくは四半期計算期間）以降までの期間

においてはシステム対応を勘案し、簡便的な方法も認めるべきである。 

以上 

 


